
 

 

 

 

 
 

 

  

 
  

 

 

 

能登半島地震により傾斜した堤防護岸の耐震性能照査手法の確立 
－残留傾斜に応じた対策要否の早期判定を目指して－ 内外エンジニアリング 株式会社 

概要 耐震性能照査 

令和 6 年能登半島地震により、七尾湾沿岸の農地海岸保全施設（堤防護岸）の多く 

が、倒壊や天端沈下、傾斜・移動による目地開きなどの被害を受け、その機能が著し 

く低下した。この状態では、高潮等による更なる被害が懸念されたため、北陸農政局 

土地改良技術事務所により、被災した堤防護岸の復旧工事が進められている。被害を 

受けた堤防護岸は、重力式コンクリート構造がほとんどで、多くが傾斜した状態で残 

存した。本報では、傾斜した堤防護岸の安定性評価（残存耐力照査）を行い、対策の 

要否判定を明確にすることで早期復旧を目指した事例を報告する。 

 

■対象施設概要：被害を受けた堤防護岸は、昭和 20～40 年代に建設され、高さ 3～4m 程度の護岸の背後を埋

立して農地とする“地先干拓”における堤防である。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

■被害状況：七尾湾沿岸付近では、震度６弱～６強を観測し、レベル２ 

地震動による変状であった。傾斜している堤防護岸の角度 

（波返工天端で計測）は、1°～最大 20°程度であった。 

  

■モデル化と設計条件 

●基本方針：本復旧設計では、従来地震相当（レベル 1 地震動） 

      に対する“原形復旧”を基本とし、既設堤体・護岸を 

安定する状態とする復旧方法を検討した。 

      なお、本地区の堤防護岸は、“農地海岸堤防”であり 

、堤防背後地の重要度を踏まえ、レベル２地震動は 

対象としない。 

●照査方法：一般的に用いられ実績のある「安全率法」による 

照査方法を採用した。 

●材  料：躯体無筋コンクリート(22.6kN/m3) 

      底版下面摩擦係数(砂質土 0.6、粘性土 0.5) 

●荷  重：躯体自重、背面土圧、前面外水位、躯体 

      浮力、地表面荷重 

●安全率の許容値：滑動安全率 1.0、転倒安全率 1.1 

 

対象施設の概要と被害状況 

■解析モデル：港湾技術資料 No.912、「被災した係留施設の残存耐力の評価手法の開発」に準じ、被災形態のパラ

メータとして傾斜角θをもつ、傾斜した底面上に設置された壁

体として、通常の安定計算を行った。また、傾斜した多くは滑

動、転倒によるものと判断されたため、本検討でも照査指標 

を「滑動・転倒」として実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■耐震性能(残存耐力)照査結果：照査結果より、各断面において滑動・転倒で許容安全率を下回る傾斜角を特定し

た。安全率を満足しない堤防護岸については、要対策と判断した。以上から、傾斜角と安全率の関係により、対策

の必要な傾斜角の推定が可能になった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※全 39 断面(244 ケース)のうち、中島海岸（長浦 3-①NO.5）での一覧表を記載。右記グラフでは、 

その他、石崎海岸（松百海岸ＣＤ_NO.10）、中島海岸（深浦 1-①NO.3）の照査結果を図示。 

 

・既往資料による堤防構造と現地での被災状況調査から、護岸の形式・形状ごとの傾斜角を計測し、傾斜した解析モ

デルでの安定計算を行った。この安定計算は、護岸躯体の「滑動・転倒」に対する安定性確認を目標とし「安全率

法」による耐震性能（残存耐力)照査を行った。 

・全 244 ケースを対象に計算を行い、護岸躯体の形式・形状、傾斜方向（海側か陸側か）別での安全率の傾向を把

握することができた。安全率が満足しない場合、対策が必要と判定した。 

・早期復旧が求められる状況の中で、今回適用した手法により、早急な対策要否、優先度の判断を可能とした。 

・能登半島地震は、近年、大規模地震を含めレベル１地震動の発生が頻発している。今回検討した結果から、今後、

地震により傾斜したとしても、堤防護岸の区間ごとに傾斜角度による安定性確認が瞬時に行える。 

・さらには、地震被害後の迅速な補強要否判定が行えるよう、本データを利活用した自動判定ツールの構築やデータ

連携等を行っていくことが考えられる。 

まとめ 

Engineer's Studio® 

海面

側方移動と傾斜

波返工天端

堤防天端の沈下
の沈下

▼中島海岸（長浦 3-①NO.5） 

 

【滑動安全率における照査結果】 

 

【転倒安全率における照査結果】 

 

【荷重図】 

 

【重力式岸壁安定計算モデル図、外力の釣合式】 出典：「港湾空港技術研究所 資料 No.912 1998年 09月」 P.16より 
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